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緊急津波避難情報システムの開発 
Development of a system for distributing urgent evacuating information 

during Tsunami  
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It is pointed out in 2011 Tohoku Earthquake that the present countermeasures for tsunami have limitation. For 
instance, broadcast information about tsunami is not the information that is most necessary for each individual, and 
does not help him/her start evacuation immediately. As for better information delivery, required is a system which is 
able to distribute evacuation information that is tailored to individuals. In this study, a system for distributing urgent 
evacuation information during tsunami is developed. Using the Earthquake Early Warning and the Meteorological 
Agency’s information on volcanicity and tsunami, the system generates information about evacuation location 
according to the tsunami height, and delivers it to mobile phones. It also controls sending and receiving of tsunami 
information, so that a certain administrator or family members can know who have/have not finished evacuation. 
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１．はじめに 
東日本大震災では，想定外の地震・津波に対するハザ

ードマップや避難マニュアルの限界が露見した．特に，

住民等の集団に向けて作られた情報は，個人個人には最

善の情報ではなく，避難の遅れにつながったことが推定

される． 

津波防災・減災においては，個人向けに正確な避難情

報を確実に発信するシステムが有効と考え，気象庁から

配信される緊急地震速報と地震・火山・津波警報情報を

利用して，津波発生地震の情報，津波高さから適切な避

難場所情報の選定・配信，避難完了時の安否情報を管理

者，身内が確認出来る機能を備えた津波避難システムを

開発した． 

本文では，システムの概要とこれを利用した避難訓練

結果を紹介する． 

 
２．システムの概要 
開発する緊急津波避難情報システムは，実運用システ

ム構築に向けたプロトタイプとした．近い将来，数十万

人の地域住民への情報生成・配信を行うことを念頭に，

数百のコミュニティーに情報生成・配信を行えるシステ

ムを構築する．実用試験を行い，運用時の課題の整理を

行い，実運用システムの設計を行った． 

緊急津波避難情報システムでは， 

① 情報生成 

a)登録された携帯電話の位置情報のデータベース化 

b)対象地域の避難場所のデータベース化 

c)地震発生に伴って気象庁から配信される緊急地震速

報・津波情報の処理 

② 情報配信 

a)登録された携帯電話への津波発生情報の配信 

b)登録された携帯電話への避難場所・経路情報の配信 

c)津波警報等の解除に関する情報の配信 

の情報処理で構成されている． 

 図-1 は，利用者がシステム登録時の画面例を図ｰ 2 は

津波高さと登録者の位置情報より選択された避難場所の

表示例を示す． 

 図-3 は開発したシステムの情報の流れを示す．登録者

は，図-1 の手続きで登録した携帯電話が情報を受信でき

る環境を備えているかが重要となる．この環境を備えて

いることを確認しないでシステムを利用すると情報の受

信，安否確認が出来ないこととなる． 
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ユーザー登録

郵便番号

登録

000-00

住所 千葉県市川市

メールアドレス user@mail.com

端末種別 PC ▼

パスワード ****

  
図-1 登録画面例      図-2 配信例 
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図-3 情報の流れ 

 

３．避難システムを用いた事例 
本システムは試験運用のレベルで開発し，システムと

しての利用の可能性が確認されたのを受けて社会実験，

避難訓練で利用した． 
実験は以下の手続きで実施した． 
利用者は，登録画面より携帯電話のメールアドレスお

よび避難情報を配信する身内，関係者のメールアドレス

を登録する．入力が終了するとシステムより返信メール

が配信され，登録が終了する． 
訓練は，システムに準備された訓練モード（管理者の

み利用可）を起動させると登録者に地震情報、津波避難

情報、避難確認情報が配信される．それぞれの情報画面

で要求された手続きを実施することで，避難・安否確認

が可能となる． 
これまで実施した社会実験，机上訓練，避難訓練の概

要を示す． 
a) 名取地域での社会実験 
   本実験は，2012 年 5 月 14 日「宮城県災害廃棄物

処理現地亘理名取ブロック【名取処理区】」で実施

した．この社会実験では，現場従業員，作業員，シ

ステム開発者を含め 54 名のコミュニティーで実施し

た．写真-1 は，社会実験を実施した事務所とその近

傍の津波被害の現状を示す．なお，現場では避難場

所として標高約 7m 高さに事務所を設けその横に従

業員全員が非難できるスペースが確保されている． 
   この訓練では，25 名から避難完了の情報が受信出

来なかった．写真-2 には作業員の避難状況を示す． 
b) 机上訓練 

講義の聴講者に対して，システムを利用した訓練

を実施した．これでは，29 名のコミュニティーの中

で 12 名から避難完了の情報を受信出来なかった．こ

の訓練では，全ての登録者の携帯にシステムから登

録が確認されたにも係わらず安否確認が得られなか

った．これは、携帯電話本体のメール受信・ネット

接続環境の制限を解除できなかったことが原因と考

えられる． 
c) 管理事務所での避難訓練 

この訓練では，異なる管理グループが参加した避

難訓練を実施した．101 名で構成されたコミュニテ

ィーで実施し，22 名から避難完了の情報を受信出来

なかった． 
本訓練では終了後関係者からのアンケートを集計

し，システムの高度化のための貴重な情報を得た． 

 
４．まとめと今後の課題 
試験運用を目的として開発した緊急避難情報システム

の概要紹介とシステムを利用した 3 回の避難訓練の状況

を紹介した． 
避難訓練を実施して得られた結果を以下に示した． 
① 登録者が携帯電話のメール利用環境を正確に認識

させてシステムを利用する必要がある． 
② 利用者が個々に登録することを前提としてシステ

ムを開発したが，多数の登録者がいる場合は，一

括登録の手続きを踏むため携帯電話への情報配信

手続きが省略されるため，登録方法の改良が必要

である． 
③ 開発したシステムは古い機種でも利用出来る事を

目指しているが，最新機種利用者は高度な情報の

提供を要求する意見が有り，今後のシステムの高

度化が必要である． 
④ 複数のグループを独立に管理出来る安否・誘導が

可能なシステムの開発を検討したい． 

写真-1 社会実験を実施した場所 

 
写真-2 避難状況 
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